
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

佐々町商工会（ 法人番号 1310005003354 ） 

佐々町   （ 地方公共団体コード 423912 ） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目標 

Ⅰ事業計画に基づく経営力強化支援 

課題抽出、解決策提案、実施支援による売上増加を目指す 

Ⅱ地域経済活性化に資する活動の促進 

町と連携し地域イベント、空き店舗対策等による賑わい創出を目指す 

Ⅲ事業継続の強化支援 

創業・事業承継・人材育成等による事業継続を目指す 

事業内容 

3. 地域の経済動向調査に関すること 

(1)国が提供するビッグデータを活用 

(2)小規模事業者景況調査データの統計活用 

4. 需要動向調査に関すること 

(1)消費者ニーズ調査の実施 

5. 経営状況の分析に関すること 

(1)分析対象事業者の発掘と分析 

6. 事業計画策定支援に関すること 

(1)ＤＸに向けた「ＩＴ専門家派遣」の実施 

(2)事業計画策定事業者の策定支援 

7. 事業計画策定後の実施支援に関すること 

(1)事業者の事業計画のフォローアップ 

8. 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

(1)地域イベント等を通じた販路拡大支援（B to C） 

(2)ＩＴ・情報化セミナー等の開催（B to C） 

9. 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

(1)内部検証会議（年 2回）及び事業評価委員会（年 2回）の開催による 

事業の見直し等の検討 

10. 経営指導員等の資質向上等に関すること 

(1)職員間ミーティングおよびデータベース化の実施（事務効率化） 

(2)ＤＸ推進に向けたセミナー開催 

12. 地域経済の活性化に資する取り組みに関すること 

(1)地域資源活用等地域活性化のための協議会開催及びイベントの開催 

連絡先 

佐々町商工会 

 〒857-0311 長崎県北松浦郡佐々町本田原免 123 

 電話：0956-62-3171 FAX：0956-62-6589 

 e-mail：saza@shokokai-nagasaki.or.jp 

佐々町（企画商工課） 

 〒857-0311 長崎県北松浦郡佐々町本田原免 168-2 

電話：0956-62-2101 FAX：0956-62-3178 

 e-mail：shoukoukankou@saza.nagasaki.jp 
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●課題 

佐世保市のベッドタウンとして発展し、長崎県では数少ない人口増加を遂げている本町では内需型 

の業種（小売業、飲食業、サービス業など）に対するニーズが高く、特に理美容業を中心としたサー 

ビス業や飲食業の開業は増加傾向にあるが、飲食業では、開業しても短期間で廃業する事業者も増え 

ている。また、大型店やチェーン店の出店による競争激化、経営者の高齢化、後継者不足などによる 

廃業も多い。 

そのような現状も踏まえ、既存事業者の経営基盤強化や第三者への引継ぎを含めた事業承継支援に 

注力するとともに、意欲ある人材の創業支援等、商工会が経営のサポート役として、金融・税務・労 

働分野における基礎的支援に加え、事業計画の策定・実施・フォローアップ等への対応を強化する必 

要がある。 

また、住みよい町として人口が増加傾向にあり、交通アクセスも優れているにもかかわらず、地域 

内の観光消費額が伸び悩んでいる現状を打破するために、地域資源の活用をより強化していく必要が 

ある。 

 

Ⅰ．重点支援業種「小売業」「飲食業」「サービス業」の商品・サービス等のブラッシュアップ（魅力 

  ある店舗づくり）と情報発信強化による売上・利益増加 

（事業承継・創業支援と連動した空き店舗対策等を含む） 

 

Ⅱ．地域資源活用の強化による交流人口拡大 

➀イベント開催による誘客（域内外含む） 

➁新商品開発による外貨獲得 

地域資源の三大花まつりの活用により、交通アクセスも良い佐々町の認知度をさらに高めること 

で、交流人口を拡大させる。 

 

Ⅲ．事業継続支援の強化 

上記Ⅱによる交流人口拡大と上記Ⅰの重点支援業種を中心とした小規模事業者への事業計画の策 

定・実施・フォローアップ等の伴走支援をきめ細やかに実施していくことで、小規模事業者の持 

続的発展・成長と新たな需要開拓へ繋げていき、地域全体を活性化していく。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

本町の人口は約 14,000 人、現在は横ばいで推移しているが、前述の人口推移でみる今後 10～20 年 

の人口推計や高齢化率を見ると、人口減少や高齢化は徐々に進み消費活動の低下や労働者等の確保難 

が予想される。加えて大手チェーン店等の大型店進出を考えると、小規模事業者においては消費者ニ 

ーズに応えうる魅力ある店舗づくりや、より価値の高い商品・サービスの提供による売上確保や地域 

外資金の獲得が不可欠である。 

このような状況の中、10 年程度先を見据え、本町の方針とも整合した長期的な振興のあり方を次の 

とおりとする。 

 

≪ 10 年程度の期間を見据えて ≫ 

➀儲かる企業創出を目指すきめ細やかな伴走支援 

小売業、飲食業、サービス業を重点支援業種として位置づけ、町外からの外貨を獲得するためにや 

る気のある事業者が事業計画を策定し、その中で「売れる商品・サービス」を見極め、また新たな販 

路を開拓し、儲かる企業を創出する。 

 

➁賑わい創出のための店舗・ものづくり・まちづくり支援 

地域住民や町外の人が利用しやすい店舗づくりを利用者目線で考え、買いたいものがすぐ買える、 

食べたいものがすぐ食べられる、受けたいサービスがすぐ受けられる、町内で全てが揃う店舗づくり 

を目指し、消費者ニーズに応えうる魅力あるまちづくりを支援していく。優れた交通アクセスを活か 

し、隣接する佐世保市など町外の消費者も取り込み、佐々町の賑わいを創出していく。 

 



- 8 - 

 

➂起業・創業の発掘・支援 

前述のとおり本町では、飲食業、サービス業の開業が多いため、起業・創業したい人の情報を収集 

し、掘り起こし、計画策定を支援し、創業前の準備期から創業後軌道に乗るまで段階に応じた継続的 

に支援していく。 

 

≪佐々町総合計画との連動性・整合性≫ 

  佐々町は、商工業に関する基本目標を「町民の生活を支える産業を持続・発展させる」および 

「町の魅力を発信し、新しい人の流れと繋がりをつくる」と掲げており、儲かる企業の創出・賑わい 

の創出・事業継続の伴走支援等としている本会の長期的振興のあり方と高く整合する。 

 

≪商工会としての役割≫ 

本会は、小規模事業者の経営サポート役として、金融・税務・労働分野、事業計画の策定・実施・ 

フォローアップ等の伴走支援、起業・創業支援を行い、地域経済活性化を推進するとともに、地域の 

認定支援機関や中小企業支援機関の中核となり、リーダーシップを発揮していく。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

Ⅰ 事業計画に基づく経営力強化支援 

●重点支援業種である小売業、飲食業、サービス業を中心に小規模事業者へ事業計画策定の大切さを 

理解してもらい、策定を促し、課題の抽出から解決までのフォローアップを継続して行い、その中 

で、商品やサービスのブラッシュアップ、ＤＸを活用した情報発信等による販路拡大・売上増加等 

の支援を講じていくことで、儲かる企業の創出・育成を図る。 

 

Ⅱ地域経済活性化に資する活動の促進 

●本町や各支援機関等と連携し、町内の賑わいを取り戻すための策を創出するため、地域資源の活用 

を図る。 

・地域イベント開催により地域一体となった経済活性化を目指す。 

  ・新商品開発を手掛けることで、潜在する魅力の発掘を目指す。 

・空き店舗対策の情報を広く周知できる仕組みの構築を目指す。 

 

Ⅲ 事業継続の強化支援 

●事業継続に必要な手法等の情報、新たな価値を創出するためのアイデア等の提案を積極的に行い、 

事業者と一緒に考えていく伴走支援を行う。 

 

●町内事業者の開廃業の実態を把握し、起業や創業、事業承継を考えている事業者を発掘へ繋げ、経 

営計画・資金計画・収支計画・売上予測等の詳細な計画策定を支援し、経営の安定化、事業継続、 

企業の成長を実現していく。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２）目標達成に向けた方針 

Ⅰ 事業計画に基づく経営力強化支援 

●重点支援業種の事業者や意欲的な事業者に対して、中小企業診断士等の専門家とも連携し、事業者 

毎に経営分析を行い、事業計画策定に繋げ、経営力強化を支援する。 

 

 ●策定に結びついた事業計画については、継続的に、課題の抽出、解決策提案、実施支援、フォロー

アップを繰り返すことで、経営力の強化および向上に結び付け、売上・利益の増加を図る。 

 

 ●ＤＸ推進については、ＩＴ専門家派遣を活用し、ＩＴ初心者やＳＮＳ情報発信等が売上向上に繋が 

る仕組みを理解、実行できるよう支援していく。 

 

Ⅱ 地域経済活性化に資する活動の促進 

●地域イベントに併せ、店舗を回遊するスタンプラリー等を計画、消費者を巻き込んだ体験型イベン 

トによる地域内消費の活性化を図る。 

 

●本町や関係機関と連携し我が町に潜在する魅力を掘り起こし、その魅力を地域内外に広く浸透させ 

ることで、外貨獲得の手段として活用できるような仕組みの構築を目指す。 

 

●空き店舗の情報を収集し、本町で起業・創業したい人とのマッチング等支援し、意欲のある小規模 

事業者とともに持続・発展する地域づくりを目指し、そうすることで町内の賑わいを取り戻し、地 

域経済の再生を図る。 

 

●女性や若者等が新たな仕事へチャレンジしたくなる環境を整え、本町で空き店舗を探している人へ 

情報を提供し、空き店舗の再生を目指す。 

 

Ⅲ 事業継続の強化支援 

●事業継続や改善等に意欲ある事業者に対し、専門家派遣等を活用しながら必要な情報、知識等の習 

得を支援していく。 

 

●起業や創業を考えている事業者や事業承継を考えている事業者へ、本町の魅力を発信し、きめ細や 

 かなフォローアップを繰り返し、商工業者数の減少に歯止めをかける。 

 

●巡回、窓口相談時において開廃業の情報を把握し、開業予定の事業者へは創業計画書策定の支援に 

より、課題抽出から解決策を提案し、夢（創業）の実現へ貢献していく。 

廃業等を予定している事業者には、事業承継診断シート等を活用し、事業者が抱える課題の解決に 

向けて支援し、事業承継・引継ぎ支援センターや中小企業診断士等の専門家等の意見、アドバイス 

を受けることで人材育成、事業継続、円滑な事業承継に繋げていく。 
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Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組  

 

９. 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

(1)現状 

  当該年度の事業実施後、年に 1 回、事業実施状況及び成果と次年度に向けた見直しのための事業評 

価委員会を実施していた。また委員会の評価等については総会での報告までに留まっていた。 
 

(2)課題 

  事業評価委員会については年に 1 回のみの開催であり、外部有識者を含めた委員の助言等を受ける 

機会が限られていたため、評価委員会の運営方法等を見直す必要がある。また、事業結果や評価・見

直しの状況等について管内の小規模事業者へ行き届くようにする必要がある。 
 

(3)事業内容 

 ➀内部検証会議(年 2 回) 

事業の進捗状況、数値目標、事業者への支援内容等の内部検証会議を事務局内で実施し、職員の理 

解度を高めるとともに、改善策を検討する。 
 

➁事業評価委員会(年 2 回) 

  当会の理事会と併設して、佐々町産業経済課長、法定経営指導員、外部有識者として中小企業診断 

士等をメンバーとする「事業評価委員会」を開催し、内部検証の内容を含めた事業実施状況の詳細報 

告、次年度への見直し等の助言を受ける。 
 

 ➂公表(年 2 回) 

  事業結果、事業評価委員会の評価や助言等詳細については、総会で報告し、事業実施方法に反映さ 

せるとともに、本会ホームページ等で公表し、地域の小規模事業者が常に閲覧可能な状態とする。 
 

 

10. 経営指導員等の資質向上等に関すること 

(1)現状 

  長崎県商工会連合会が実施する職種別・分野別等の研修会に参加、また昨年、一昨年の伴走型事業 

で実施した職員の資質向上セミナーにおいて習得し向上している支援力や自ら収集可能な情報や知識 

を最大限発揮できるよう努めているものの、個々の資料としての役割にしか利用できておらず、事業 

者支援に繋げられていない現状がある。また、職員間での情報共有も研修会資料および復命の供覧等 

での共有しかできていない。更に本事業に対しての職員の関与度にもバラつきがあり、限定した職員 

への負担が大きくなっている。 
 

(2)課題 

  先ずは内部統制、職員間の意識を統一するための仕組みが必要。個々の情報や知識等の習得につい 

ては、現状通り研修会等に参加し個々でもレベルアップを図り、習得した情報や知識を事業者支援の 

ために活かせる仕組みを構築する。 
 

(3)事業内容 

 ➀職員間の定期ミーティングの開催 

  職員が順番で講師を務め、経営支援に繋がる内容、支援事例等の紹介する定期的なミーティング 

（月 1 回、年間 12 回）を開催し意見交換等を行うことで、職員の支援力向上を図る。 

また年間 12 回のうち、半期ごとの 2 回は、「9.事業の評価及び見直しをするための仕組みに関する 

こと」で実施する「内部検証会議」とも連動させ、本事業の進捗確認や改善点等についての協議を行 

うことで、職員間の情報共有および意識の統一を図る。 
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➁ＤＸ推進に向けたセミナー 

  喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、職員のＩＴスキルを向上させる 

ことで、事業者のニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のようなＤＸ推進取組にかか 

る相談・指導能力の向上のためのセミナー等に積極的に参加する。 

 

  ≪ ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組 ≫ 
 

  (ⅰ)事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 

   ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、テレワーク 

の導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

 

(ⅱ)事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

   ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、オンライン展示 

会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 

 

(ⅲ)その他の取組 

   オンライン経営指導等 

 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組 

 

12. 地域経済の活性化に資する取り組みに関すること 

(1)現状 

  地域資源を活かしたイベントへの協力、併せて実施する店舗回遊型の独自イベント等を、本町・関 

係機関と連携し継続して開催している。また廃業、後継者不足等による空き店舗の増加がみられる。 

 

(2)課題 

  イベント開催により、集客効果はみられるが、一過性のものであり小規模事業者への経営改善等へ 

の貢献度は薄い。加えて増加している空き店舗の対策を含め対策を講じることにより、町内の賑わい 

を取り戻し地域経済の再生を図る。 

 

(3)事業内容 

➀佐々町活性化協議会の開催 

 地域資源の活用等によるイベントなど本町の活性化を地域全体で連携して実施する体制を構築する 

ため、佐々町役場、佐々町観光協会等の関係機関が参画する協議会を年 1 回開催する。 

商工会は事務局を担い本町活性化の中心的な役割を果たしていく。 

 

 ➁河津桜・シロウオまつりスタンプラリーの開催 

  3 月上旬、本会中央部会が主催。佐々川で春先にしか獲れない「シロウオ」を中心に行われる祭り。 

併せて町内店舗回遊のスタンプラリーを約 1 ヶ月間実施する。 

  参加店を増加させ、消費者へ促進することで地域の賑わいを取り戻し、地域経済の再生を図る。 

 

➂サザンフェスおさんぽマルシェの開催 

11 月中旬、本会商業部会が主催。開業しておらず作家として活動する参加者に対し、空き店舗の情 

報等を共有し、創業者としてマッチングを図ることで事業化を促し、新規創業、空き店舗利用へと 

繋がるよう支援していく。 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

必要な資金の額 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 

 

地域経済動向調査 

需要動向調査 

経営状況分析 

事業計画策定・実施支援 

新たな需要開拓支援 

事業の評価及び見直し 

経営指導員等の資質向上 

200 

300 

500 

1,000 

1,000 

200 

100 

200 

300 

500 

1,000 

1,000 

200 

100 

200 

300 

500 

1,000 

1,000 

200 

100 

200 

300 

500 

1,000 

1,000 

200 

100 

200 

300 

500 

1,000 

1,000 

200 

100 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

 

伴走型小規模事業者支援推進事業補助金、会費、手数料、県補助金、町補助金、事業受託料収入 等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

連携体制図等 

 

 

 


